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令和４年第３回竹原市議会定例会会議録

令和４年第３回竹原市議会定例会日程

日 程 議案番号 件 名

日程第 １ 会議録署名議員の指名について

日程第 ２ 会期の決定について

日程第 ３ 報告第１０号 損害賠償額の決定について

日程第 ４ 報告第１１号 令和３年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率

について

日程第 ５ 議案第３７号 広島県水道広域連合企業団の設立について

日程第 ６ 議案第３８号 竹原市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条

例案

日程第 ７ 議案第３９号 竹原市の議会の議員及び長の選挙における選挙運動の公費

負担に関する条例の一部を改正する条例案

日程第 ８ 議案第４３号 令和４年度竹原市一般会計補正予算（第４号）

日程第 ９ 議案第４４号 令和４年度竹原市国民健康保険特別会計補正予算（第１

号）

日程第１０ 議案第４５号 令和４年度竹原市介護保険特別会計補正予算（第１号）

日程第１１ 議案第４０号 令和３年度竹原市歳入歳出決算認定について

日程第１２ 議案第４１号 令和３年度竹原市下水道事業決算認定について

日程第１３ 議案第４２号 令和３年度竹原市水道事業決算認定について

日程第１４ 一般質問

日程第１５ 閉会中継続審査（調査）について（２常任委員会）
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令和４年第３回竹原市議会定例会議事日程 第１号

令和４年９月６日（火） 午前１０時開会

会議に付した事件

日程第 １ 会議録署名議員の指名について

日程第 ２ 会期の決定について

日程第 ３ 報告第１０号 損害賠償額の決定について

日程第 ４ 報告第１１号 令和３年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率

について

日程第 ５ 議案第３７号 広島県水道広域連合企業団の設立について

日程第 ６ 議案第３８号 竹原市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条

例案

日程第 ７ 議案第３９号 竹原市の議会の議員及び長の選挙における選挙運動の公費

負担に関する条例の一部を改正する条例案

日程第 ８ 議案第４３号 令和４年度竹原市一般会計補正予算（第４号）

日程第 ９ 議案第４４号 令和４年度竹原市国民健康保険特別会計補正予算（第１

号）

日程第１０ 議案第４５号 令和４年度竹原市介護保険特別会計補正予算（第１号）

日程第１１ 議案第４０号 令和３年度竹原市歳入歳出決算認定について

日程第１２ 議案第４１号 令和３年度竹原市下水道事業決算認定について

日程第１３ 議案第４２号 令和３年度竹原市水道事業決算認定について
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令和４年９月６日開会

（令和４年９月６日）

職務のため議場に出席した者は，下記のとおりである

議会事務局長 笹 原 章 弘

議会事務局係長 矢 口 尚 士

議席順 氏 名 出 欠

１ 金 森 保 尚 出 席

２ 下 垣 内 和 春 出 席

３ 今 田 佳 男 出 席

４ 竹 橋 和 彦 出 席

５ 山 元 経 穂 出 席

６ 堀 越 賢 二 出 席

７ 川 本 円 出 席

８ 井 上 美 津 子 出 席

９ 大 川 弘 雄 出 席

１０ 道 法 知 江 出 席

１１ 宮 原 忠 行 出 席

１２ 吉 田 基 出 席

１３ 宇 野 武 則 出 席

１４ 松 本 進 出 席
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説明のため議場に出席した者は，下記のとおりである

職 名 氏 名 出 欠

市 長 今 榮 敏 彦 出 席

副 市 長 新 谷 昭 夫 出 席

教 育 長 高 田 英 弘 出 席

総 務 企 画 部 長 平 田 康 宏 出 席

観光まちづくり担当部長 國 川 昭 治 出 席

市 民 福 祉 部 長 塚 原 一 俊 出 席

建 設 部 長 梶 村 隆 穂 出 席

教育委員会教育次長 沖 本 太 出 席

公 営 企 業 部 長 梶 村 隆 穂 出 席

選挙管理委員会事務局長 向 井 聡 司 出 席
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午前１０時００分 開会

議長（大川弘雄君） おはようございます。

ただいまの出席議員は１４名であります。定足数に達しておりますので，これより令和

４年第３回竹原市議会定例会を開会いたします。

直ちに本日の会議を開きます。

本日の議事日程は，あらかじめお手元に配付したとおりであります。

この際，議長から報告いたします。

まず，監査委員より令和４年５月から７月分の例月出納検査の結果報告がありましたの

で，その写しをお手元に配付しておきましたから，御了承願います。

次に，議長において受理いたしております陳情書等につきましては，陳情書等受理状況

一覧表としてお手元に配付しておきましたので，御了承願います。

次に，議案の説明員として市長，教育長並びに市長から説明の委任または嘱託を受けた

者の出席を地方自治法第１２１条の規定により求めておりますので，御報告いたします。

以上で議長からの報告を終わります。

日程に入るに先立ち，今榮市長から挨拶がありますので，これを許します。

市長。

市長（今榮敏彦君） 皆さん，おはようございます。

令和４年第３回竹原市議会定例会の開会に際しまして，一言御挨拶を申し上げますとと

もに，市政運営についての私の考えの一端を申し述べ，議員各位並びに市民の皆様の御理

解を賜りたいと存じます。

去る７月３１日，市民館ホールにおきまして，吟醸酒の父と呼ばれた三浦仙三郎の実話

に基づく映画「吟ずる者たち」の上映会が開催されました。この上映会は，本市出身の油

谷誠至監督が，エキストラやボランティアを含め，オール広島ロケで撮影された映画であ

ることから，多くの市民に鑑賞していただけるよう地元関係者の皆様の御尽力により実現

したものであり，このような機会を提供していただいたことに対しまして，市民を代表し

て深く感謝を申し上げます。

本作品では，仙三郎が次々降りかかる困難を百試千改の精神で乗り越えて，日本で初め

て確立した軟水醸造法によって広島県の酒蔵を全国清酒品評会で上位に輝くまでに押し上

げていく姿を描く明治編と，仙三郎の手記に感銘を受けた若き主人公が父の夢見た酒造り

に挑む姿を描く現代編を２つの軸として，灘や伏見といった銘醸地と並んで花開いた広島
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県の酒造文化の魅力とともに，本市や近隣市町の景観，酒蔵，歴史的建造物なども映像の

中で美しく表現されておりました。また，映画の公開に至るまでには，新型コロナウイル

ス感染拡大の影響で撮影の中断による資金繰りの問題などがあったことをお伺いしてお

り，こうした困難をまさに百試千改の精神で乗り越えて珠玉の作品に仕立て上げ，世に送

り出した油谷監督をはじめ関係者の皆様に改めて深甚なる敬意を表しますとともに，今後

一層の御活躍を祈念申し上げる次第であります。

本市といたしましても，この作品を鑑賞された全国の方々が映画のシーンを重ね合わせ

ながら本市や近隣市町の美しい景観，歴史的遺産などを訪れ，感動的な体験をしていただ

けるよう近隣市町と連携したプロモーションなどに取り組んでいくとともに，本定例会で

も補正予算案として必要経費を計上しております官民一体となった竹原観光地域づくり法

人の設立による観光まちづくりの推進や，本市の魅力を発信し，国外にも知名度の向上を

図りながら訪日外国人の受入機運を醸成するための異文化交流体験の促進に取り組んでま

いります。

次に，公共施設ゾーンの再整備に向けた取組についてであります。

昭和５４年開業以来，４３年の長きにわたり市民に親しまれてきたゆめタウン竹原を運

営する株式会社イズミにおかれましては，建物が現在の耐震基準を満たしていないことか

ら，お客様と従業員の安全を考慮し，現賃貸借契約の期限が満了となる１１月下旬にやむ

なく同店を閉店することを７月に公表されました。

本市におきましては，急速に進む少子高齢化及び人口減少を踏まえ，都市機能がコンパ

クトに集積し，持続可能な利便性の高い中心市街地を整備していく方針としております

が，同店は公共施設ゾーン内にあって，本市の中心市街地のマーケット機能を営む代表的

な施設であることから，市民の日常生活やまちづくりの方向性にも影響があるものとして

懸念をしております。

現在，たけはら合同ビルへの庁舎移転に向けた設計業務等に取り組んでおりますが，移

転後の庁舎跡地，市民館，その他の公共施設の再配置に向けた取組に併せまして，市民が

安心して暮らし続けるために必要な商業，サービス機能の再生など将来構想の検討にも取

り組んでまいります。

次に，新型コロナウイルス感染症緊急対策の取組状況について御報告いたします。

現在，７月から始まったオミクロン株ＢＡ．５系統への置き換わりに伴い，県内での新

規感染者数が１日で最多８，０００人を超え，本市においても先月２４日に過去最高１０
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４人発生するなど，これまでにない勢いで感染が拡大している第７波が到来をしておりま

す。第７波における国の方針は，新たな行動制限を行うことなく感染対策と社会経済活動

との両立を維持しながら，医療体制の逼迫の防止や重症化リスクのある高齢者等を守るこ

とに重点を置き，新型コロナウイルスと併存しつつ平時への移行を慎重に進めていくこと

としております。広島県におきましては，これを基本とした対応をしているところであり

ますが，県内の医療機関ではコロナ陽性者や濃厚接触者が増え，通常医療にも影響が出て

いることから，先月から独自の医療非常事態警報が発出されております。本市におきまし

ても，こうした国，県の方針を踏まえながら感染対策としてのワクチン接種を推進してお

りますが，現在，全人口に占める３回目の接種率は，県内平均約６２％に対して本市は約

７４％であり，引き続き竹原地区医師会等と連携をし，３回目及び４回目の接種率の向上

にも努めながら，５回目となるオミクロン株対応ワクチンの接種に向けた準備も進めてま

いります。

また，コロナ禍の影響が長期化していることを踏まえた経済対策につきましては，新た

なチャレンジを行う中小企業者等に向けた補助金交付を４月から募集開始するとともに，

現下の原油価格や電気，ガス等の物価高騰に影響を受けている中小企業者等に対しまして

はその負担の軽減を目的とした緊急一時支援金の支給を７月から開始をしており，現在約

１６０事業所を対象に給付をしております。また，感染拡大で経営に悪影響を受けている

地域公共交通事業者に対しましても，現在５社が保有するバス１９台，タクシー３３台，

船舶３隻分の経営支援を目的とした補助金を交付するとともに，現下の燃料費高騰を踏ま

えた緊急支援金として，８社が保有するバス１４台，タクシー３７台，船舶７隻分の給付

を行ったところであります。引き続き，コロナ禍や物価高騰の中，市民に不可欠なサービ

ス等を継続されている中小企業者等や地域公共交通事業者に対しまして，制度の周知を図

りながら必要に応じた経済的支援を行い，官民一体となって未曽有の困難を乗り越えてま

いります。

市民の皆様におかれましては，医療を守り，行動制限を可能な限り避け，経済活動との

両立を図るためにも，基本的な感染対策に加え，高温時のエアコン使用でおろそかになり

がちな換気の徹底など，いま一度お一人お一人ができることに取り組んでいただきますよ

うよろしくお願いいたします。

続いて，竹原市総合計画に掲げる将来都市像「元気と笑顔が織り成す 暮らし誇らし，

竹原市。」の実現に向けて推進している施策のうち，重点テーマ「みんなでつくる！元
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気・笑顔あふれる強い竹原市の実現」の取組状況について御報告いたします。

「まちの復旧」につきましては，昨年７月及び８月の大雨災害に係る災害復旧の取組と

して，６月に市道赤坂湯坂線，７月に市道亀山湯坂線，８月には砂防河川，水道施設，市

道東川東谷線等，同時に被災した東川の復旧工事が全て完了しております。また，市が管

理する道路や河川に関する公共土木施設，農地・農業用施設及び水道施設の復旧工事につ

いて，計画的に発注を進めております。引き続き，一日も早い復旧工事の完了を目指しな

がら，市民が安全・安心に暮らす基盤となる社会インフラの整備を行ってまいります。

「そなえの強化」につきましては，６月に大王地区浸水対策の詳細設計業務を発注し，

７月に同じく大王地区のバイパス管渠布設工事を発注するなど，本川流域の浸水対策を鋭

意進めております。また，特定都市河川浸水被害対策法に基づき，７月に本川が特定都市

河川として中国地方で初めて指定されたところであり，今後におきましては，この指定を

追い風として本川流域治水の本格的実践に向け，広島県と連携しながら河川整備を加速さ

せていくとともに，水害リスクを踏まえた土地利用や流出抑制対策等に係る新たな予算，

税制措置等を活用して，実効性のある対策を進めていくことにより，災害に強い社会基盤

を構築してまいります。

消防と医療機関との連携強化を目的とした救急業務総合システム整備事業につきまして

は，７月に受注業者との契約を締結し，来年度からの運用に向けたシステムの構築を行っ

ております。このシステムの導入により，患者の情報を医療機関とリアルタイムで共有

し，救急搬送困難事案のたらい回しを防ぐなど，救急業務の円滑な実施が可能となるよう

本格稼働に向けた準備を進めております。竹原消防署忠海分署における高規格救急自動車

の更新につきましても，７月に納入業者を決定し，今年度末に配備する予定としておりま

す。今後におきましても，こうした最新のシステムの導入や老朽化した救急自動車を適時

更新していくことにより，救急業務の質や救命率の向上を図り，誰もが安心して暮らせる

まちづくりを推進してまいります。

このほか，広島県行政書士会と連携し，大規模災害の発生時において，被災者相談支援

センター等の窓口への会員の派遣や罹災証明書等の申請手続を支援していただくことなど

を主な内容とする災害時における応援協定を７月に締結いたしました。引き続き，民間事

業者や関係機関等と連携した災害時における応援協定の締結などにより，応急復旧活動や

被災者支援において，行政単独では解決が困難な分野の機能強化を図り，災害に強いまち

づくりを推進してまいります。
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次に，将来都市像の実現に向けた取組を加速するため，総合計画の前期５年間において

推進する「たけはら元気プロジェクト」に掲げる２つの重点施策についてであります。

１点目の人々を「呼び込む“ちから”づくり」を推進する事業につきましては，観光プ

ロモーションの取組として，昨年度実施したマーケティング調査を基に造成したプロダク

トに対して，専門的知識を有する在日外国人を現地視察に招致し，外国人観光客誘致のた

めの発信を行っていただくファムツアーを８月に実施しております。今後におきまして

は，テストマーケティングの実施によりプロダクトを商品化し，インバウンドが回復する

見込みの来年度以降を目指して，広島空港への直行便が見込まれるアジア圏向けに販売す

る予定としております。引き続き，アフターコロナや来年開催されるＧ７広島サミット，

ＥＸＰＯ２０２５大阪・関西万博などを見据えながら，本市の世界的知名度の向上を目指

した観光プロモーションの展開を図り，インバウンド観光を推進してまいります。

本市の有する貴重な文化財や歴史的な景観を維持及び向上させる歴史的風致維持向上事

業につきましては，市重要文化財の旧森川家住宅を後世に継承していくための保存修理に

向けた耐震基礎診断，設計を６月から実施するとともに，歴史民俗資料館などの市が所有

する歴史的建造物の現状把握と今後の保存，活用方針を定めるための専門的調査を行って

おります。引き続き，旧森川家住宅をはじめ，本市の誇る財産である文化財や歴史的景観

に対する保存と地域の活性化に向けた公開などによる活用の両面に取り組みながら，これ

らに人々が集い，にぎわいが生まれる竹原らしいまちづくりを進めてまいります。

高齢化の進行及び人口の減少で増加が懸念される空き家につきましては，先月専門家等

で構成される空き家等対策協議会を開催し，今年度から開始した第２期空家等対策計画の

取組状況の報告に加え，市内の老朽化した３件の危険な空き家に関して協議を行い，これ

らを特定空家に認定しております。今後におきましては，認定した特定空家の所有者に対

して改善の働きかけなどを強化していくほか，本市の空き家を改修して移住・定住される

方への支援，特定空家等の除却の支援，家財道具等処分の支援，さらには空き家バンク制

度の利用促進など，空き家の抑制や利活用のための総合的対策を行い，安心して暮らせる

住みやすい住環境の形成に努めてまいります。

昨年１０月末に開講した次世代ビジネスリーダー養成事業につきましては，今年度も引

き続き，１１名の方が県立広島大学大学院の講師等による本市の産業課題等を織り込んだ

プログラムの講義やディスカッションに参加されているところであり，地域活性化に寄与

する次世代ビジネスリーダーへの道を着実に歩んでおられます。引き続き，専門知識を身
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につけた若手人材を育成していくとともに，このような環境で築かれたビジネスネットワ

ークの創出によるさらなるビジネス展開も図りながら，様々な仕事に挑戦でき，元気な産

業が育ち，活気に満ちた社会を構築してまいります。

２点目の人々を「育てる“ちから”づくり」を推進する事業につきましては，未来の人

材育成の取組として，新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受け，令和２年度から中止

しておりました海外研修を実施し，先月の１週間，１４名の市内中高生をハワイ州へ派遣

いたしました。この研修に参加する生徒は，現地で本市を紹介するプレゼン活動に向けた

事前学習を積み重ねておりましたが，現地では英語でコミュニケーションをする難しさに

直面する一方で，相手に伝わったときの喜びや楽しさ，異文化を理解することの大切さ，

改めて気づいたふるさと「たけはら」の良さなど，多くのことを感じ，学んで帰ってきて

おります。今後におきましては，研修生の貴重な体験を市内の他の生徒や地域の方々に伝

えていく活動を計画しており，こうした活動を生徒の外国語学習の意欲向上や異文化理解

の促進に生かしていきながら，グローバル社会を主体的に生き抜くことができる人材の育

成を図ってまいります。

「地域とともにある学校づくり」を目指すコミュニティ・スクール推進事業につきまし

ては，今年度から新たな取組として，学校運営協議会において，学習のねらい，身につけ

たい資質，能力等の共有を図りながら，６月に学校や地域の実態に応じた学校単位による

特色ある職場体験学習を実施し，終了後においても取組の成果や課題を報告しておりま

す。今後におきましても，学校運営協議会が主体となり，より地域と密着した職場体験学

習を行うこととしており，地域への誇りや愛着を醸成しながら，将来，地域の担い手とな

る人材の育成や地域の活性化につなげてまいります。

児童生徒に１人１台学習端末を配布するＧＩＧＡスクール構想の推進における持ち帰り

端末による学習を支援する取組につきましては，これまでの中学生の就学援助世帯に加え

て，今年度から小学生の就学援助世帯にも対象を拡大しており，現在約１２０名の児童生

徒に通信機器の一部貸与や通信費の支援を行っております。引き続き，新しい時代に合っ

た学びから子供たちが誰一人取り残されることがないよう，必要な世帯に経済的支援を行

うなど，それぞれの夢の実現に向かって挑戦できる環境の整備を行ってまいります。

本定例会では，今後も将来にわたり安全・安心な水を安定供給していくことを目的に，

広島県及び関係市町との協議により広島県水道広域連合企業団設立のための規約を定める

ことに係る議案をはじめ，本市の魅力を世界へ発信し，知名度の向上を図るとともに，訪
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日外国人の受入機運を醸成することを目的として，ミスインターナショナル世界大会で来

日する各国代表者数名を誘致する経費，観光地経営のかじ取り役となる竹原観光地域づく

り法人の設立経費，新型コロナウイルス感染症の５回目のワクチン接種関連経費などを計

上した補正予算案のほか，吉名町で発生した浸水被害に対する損害賠償額の決定について

の専決処分の報告や決算認定など，合計１１件を上程しております。令和３年度決算にお

きましては，持続可能な財政構造の確立に向けた財政健全化計画を基に，経常経費の予算

シーリングや事務事業の見直し等による事業費の削減のほか，特別職を含めた職員の給料

調整などに取り組んできた結果，各種財政指標が改善してきておりますが，今後予定して

いる庁舎移転をはじめとした公共施設ゾーンの再整備や全国で頻発する土砂災害，浸水被

害等の大規模災害に備えた災害に強いまちづくりの推進などに向け，これまで以上に実効

性のある事業の選択と集中を進めるとともに，限られた経営資源の最適配分や積極的な歳

入確保による安定的な財政運営に取り組んでまいります。

議案の詳細につきましては，この後，各担当から御説明申し上げますが，議員各位にお

かれましては何とぞ慎重に御審議いただいた上，適切な御決定を賜りますようよろしくお

願い申し上げます。

議長（大川弘雄君） これより日程に入ります。

――――――――――――――――――――――

日程第１

議長（大川弘雄君） 日程第１，会議録署名議員の指名を行います。

会議録署名議員は，会議規則第８８条の規定により，議長において２番下垣内和春議

員，１０番道法知江議員を指名いたします。

――――――――――――――――――――――

日程第２

議長（大川弘雄君） 日程第２，会期の決定についてを議題といたします。

お諮りいたします。

今期定例会の会期は，本日から９月２８日までの２３日間といたしたいと思います。こ

れに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

議長（大川弘雄君） 御異議なしと認めます。よって，会期は本日から９月２８日までの

２３日間と決定いたしました。
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――――――――――――――――――――――

日程第３・日程第４

議長（大川弘雄君） 日程第３，報告第１０号損害賠償額の決定について及び日程第４，

報告第１１号令和３年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率についてを一括議

題といたします。

提案者の報告を求めます。

建設部長。

建設部長（梶村隆穂君） ただいま議題となりました報告のうち，報告第１０号につきま

して御説明申し上げます。

議案説明書の３ページを御覧ください。

報告第１０号損害賠償額の決定について御報告申し上げます。

本件は，浸水被害に伴う損害賠償額について，地方自治法第１８０条第１項の規定によ

り専決処分したものであります。

被害の概要を申し上げますと，令和４年７月４日未明，竹原市吉名町水場地区におい

て，排水機場のフラップゲートに異物がかみ込んで閉まらなくなったことにより，海水が

流入し，被害が生じたものであります。

１件目につきましては，自宅の床下，及び車が浸水したものであり，その後，相手との

話合いの結果，自宅床下の清掃代，及び車の修理代の合計１０万３，４００円を賠償する

ことで示談が成立し，令和４年８月５日に専決処分したものであります。

２件目につきましては，自宅のくみ取り便槽が浸水したものであり，その後，相手との

話合いの結果，くみ取便槽の清掃代７，９００円を賠償することで示談が成立し，令和４

年８月５日に専決処分したものであります。

平素から，排水機場の適正な運転管理に努めているところでありますが，今後につきま

しても浸水被害の防止のため，適切な維持管理に努めてまいります。どうぞよろしくお願

いいたします。

議長（大川弘雄君） 総務企画部長。

総務企画部長（平田康宏君） ただいま議題となりました報告のうち，報告第１１号につ

きまして御説明申し上げます。

議案説明書の４ページを御覧ください。

報告第１１号令和３年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率について御説明
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申し上げます。

本件は，地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項及び第２２条第１項の

規定により，本市の健全化判断比率及び資金不足比率について監査委員の意見をつけて議

会へ報告するものであります。

まず，健全化判断比率のうち，実質赤字比率及び連結実質赤字比率につきましては，実

質収支が黒字であり，比率なしとなっております。実質公債費比率につきましては８．

３％となっており，将来負担比率につきましては６４．５％となっております。

次に，資金不足比率につきましては，水道事業及び下水道事業ともに資金不足額がない

ため，比率なしとなっております。

なお，これらの比率が早期健全化基準を上回る場合，財政健全化計画の策定や外部監査

等が必要となりますが，本市の比率につきましては，いずれもこれを下回っております。

どうぞよろしくお願いいたします。

議長（大川弘雄君） 報告が終わりました。

これより一括質疑に入ります。

質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

議長（大川弘雄君） これをもって一括質疑を終結いたします。

以上で報告第１０号及び報告第１１号を終わります。

――――――――――――――――――――――

日程第５～日程第１０

議長（大川弘雄君） 日程第５，議案第３７号広島県水道広域連合企業団の設立について

から日程第１０，議案第４５号令和４年度竹原市介護保険特別会計補正予算（第１号）ま

での６件を一括議題といたします。

提案者の説明を求めます。

公営企業部長。

公営企業部長（梶村隆穂君） ただいま議題となりました議案のうち，議案第３７号につ

きまして御説明申し上げます。

議案説明書の５ページを御覧ください。

議案第３７号広島県水道広域連合企業団の設立について御説明申し上げます。

本案は，広島県水道広域連合企業団を設立するため，広島県及び広島県内１４市町の協
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議により規約を定めることについて，地方自治法第２９１条の１１の規定により議会の議

決を求めるものであります。

この広域連合は，健全な経営基盤を確立し，地方公共団体の責務として将来にわたり安

全・安心な水を適切な料金で安定供給できる水道システムを構築することを目的とし，構

成団体がそれぞれ経営する水道事業，水道用水供給事業及び工業用水道事業を経営統合す

るものであり，その経営主体として広島県及び広島県内１４市町で組織する広島県水道広

域連合企業団を令和４年１１月に設立し，令和５年４月から企業団による事業を開始する

予定であります。どうぞよろしくお願いします。

議長（大川弘雄君） 総務企画部長。

総務企画部長（平田康宏君） ただいま議題となりました議案のうち，議案第３８号及び

議案第４３号から議案第４５号までの４議案につきまして御説明申し上げます。

議案説明書の６ページを御覧ください。

議案第３８号竹原市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例案について御

説明申し上げます。

本案は，地方公務員の育児休業等に関する法律の一部が改正されたことに伴い，育児休

業の取得要件を緩和する措置を講じるため，必要な規定を整備するものであります。

主な改正の内容につきましては，育児休業の取得回数制限が原則１回までから原則２回

までに緩和されたことに伴い，子の出生日から５７日間の期間内に取得する育児休業は原

則２回までの回数に含まず，別に２回の取得を可能とするとともに，非常勤職員について

は，子の出生日から５７日間の期間内に育児休業を取得する場合の任期要件を緩和し，子

の１歳到達日後においても夫婦交代での育児休業の取得を可能とするものであります。

次に，議案説明書の１９ページを御覧ください。

議案第４３号令和４年度竹原市一般会計補正予算（第４号）について，その概要を御説

明申し上げます。

今回の補正予算は，燃料価格高騰の影響により，公共施設の光熱水費を追加調整するほ

か，その他事業について予算計上するものであります。

初めに，歳出について御説明いたします。

総務費においては，企画調査に要する経費として企業版ふるさと納税サポート業務委託

料１６５万円，異文化交流促進に要する経費として異文化交流体験支援事業補助金１５０

万円，市税過年度償還金等に要する経費として過年度還付金及び加算金３９０万円，電算
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機器管理に要する経費としてシステム整備委託料など２，５７０万４，０００円，公共施

設の光熱水費１，１００万１，０００円，合わせて４，３７５万５，０００円を追加計上

しております。

民生費においては，老人福祉費の一般事務に要する経費として地域医療介護総合確保事

業補助金５，６４０万円，障害者福祉事務及び生活保護事務などに要する経費として国・

県支出金返還金５，２９３万８，０００円，公共施設の光熱水費など５９７万６，０００

円，合わせて１億１，５３１万４，０００円を追加計上しております。

衛生費においては，予防接種に要する経費としてワクチン接種委託料など９，１１１万

５，０００円，国・県支出金返還金２，６００万３，０００円，公共施設の光熱水費など

２１３万２，０００円，合わせて１億１，９２５万円を追加計上しております。

農林水産業費においては，農業振興対策に要する経費として施設園芸エネルギー転換促

進事業補助金４５０万円，公共施設の光熱水費１７５万３，０００円，合わせて６２５万

３，０００円を追加計上しております。

商工費においては，観光地域づくり法人設立に要する経費として竹原観光地域づくり法

人設立準備補助金など２５０万円を追加計上しております。

土木費においては，道路橋梁費の緊急自然災害防止対策に要する経費として維持補修工

事費など４，３００万円，河川費の緊急自然災害防止対策に要する経費として新設改良工

事費１億４，０００万円，公共施設の光熱水費１５１万２，０００円，合わせて１億８，

４５１万２，０００円を追加計上しております。

教育費においては，教育振興に要する経費として就学援助費など１３４万２，０００

円，公共施設の光熱水費２，６５３万９，０００円，合わせて２，７８８万１，０００円

を追加計上しております。

これに対し，歳入でありますが，歳出に係る特定財源として国庫支出金１億６８６万

円，県支出金５，９４０万円，市債１億８，５７０万円を追加計上するとともに，一般財

源として前年度繰越金１億４，７５０万５，０００円を追加計上し，収支の均衡を取って

おります。

以上により，歳入歳出それぞれ４億９，９４６万５，０００円を追加し，予算総額は歳

入歳出それぞれ１４１億６，５１３万１，０００円とするものであります。

次に，繰越明許費について御説明いたします。

土木費の緊急自然災害防止対策事業について，年度内に事業完了が見込めないため繰り
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越すものであります。

次に，議案説明書の２１ページを御覧ください。

議案第４４号令和４年度竹原市国民健康保険特別会計補正予算（第１号）について，そ

の概要を御説明申し上げます。

まず，歳出でありますが，諸支出金において療養給付費等精算に伴う返還金に要する経

費として過年度返還金２４１万９，０００円を追加計上しております。

これに対し，歳入でありますが，前年度繰越金２４１万９，０００円を追加計上し，収

支の均衡を取っております。

以上により，歳入歳出それぞれ２４１万９，０００円を追加し，予算総額は歳入歳出そ

れぞれ３０億３，０８８万７，０００円とするものであります。

次に，議案説明書の２２ページを御覧ください。

議案第４５号令和４年度竹原市介護保険特別会計補正予算（第１号）について，その概

要を御説明申し上げます。

まず，歳出でありますが，基金積立金においては，基金管理に要する経費として介護給

付費準備基金積立金５００万３，０００円を追加計上しております。諸支出金において

は，介護給付費交付金等の返還に要する経費として過年度返還金５，８８０万３，０００

円を追加計上しております。

これに対し，歳入でありますが，前年度繰越金６，３８０万６，０００円を追加計上

し，収支の均衡を取っております。

以上により，歳入歳出それぞれ６，３８０万６，０００円を追加し，予算総額は歳入歳

出それぞれ３６億１，３９８万３，０００円とするものであります。どうぞよろしくお願

いいたします。

議長（大川弘雄君） 選挙管理委員会事務局長。

選挙管理委員会事務局長（向井聡司君） ただいま議題となりました議案のうち，議案第

３９号につきまして御説明申し上げます。

議案説明書の７ページをお開きください。

議案第３９号竹原市の議会の議員及び長の選挙における選挙運動の公費負担に関する条

例の一部を改正する条例案について御説明申し上げます。

本案は，公職選挙法施行令の一部改正され，国政選挙における選挙運動に関する公営に

要する経費に係る限度額が引き上げられたこと等を踏まえ，竹原市議会議員及び市長の選
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挙における選挙運動の公費負担の限度額を改定するものであります。

公職選挙法施行令に規定する国政選挙における選挙運動に関する公営単価は，人件費や

物価の変動などを考慮する考え方により，３年に一度の参議院議員通常選挙時に基準額が

見直されており，その限度額が引き上げられたところです。こうした中で，竹原市議会議

員及び市長の選挙における選挙運動の公費負担の限度額の改定について検討し，近隣自治

体の状況も考慮した結果，改定を行うこととするものであります。どうぞよろしくお願い

いたします。

議長（大川弘雄君） 説明が終わりました。

ただいま議題となっております６件につきまして，これより一括質疑に入ります。

質疑の通告がありますので，発言を許します。

１４番松本進議員の質疑を許します。

１４番（松本 進君） 私は，議案第３７号広島県水道広域連合企業団，いわゆる企業団

の設立について質疑を行いたいと思います。

この議案第３７号は，竹原市水道事業は廃止して，広島県水道企業団を設立する規約を

定める内容であります。私は，単独経営の竹原市水道事業は廃止して，企業団に参画，参

加することは，竹原市水道事業への市民参加を大幅に制限して自治事務の破壊につながる

と考えています。今年３月議会で私の質問に対する市長答弁は，執行機関や議会は適切に

運営されるものと認識していますと，答弁でした。

そこで市長に質問したいと思います。

先日の全協で企業団議員の定数は１９人で，竹原市からの選出議員は定数１名と説明さ

れました。企業団を構成する現在の１４市町議会議員の想定数は何人でしょうか。企業団

議員の定数の１９人は，現在の各議会議員の想定数を大幅に削減することになると考えま

すけれども，従前と同じように民意を反映するシステム，仕組みや組織のことであります

けれども，このシステムとお考えでしょうか。また，竹原市議会の現在の議員定数は１４

名です。企業団議員は竹原から定数１名という説明でしたが，これまでと同様に民意を反

映するシステムかどうかを伺っておきたいと思います。

議長（大川弘雄君） 順次答弁願います。

公営企業部長。

公営企業部長（梶村隆穂君） まず，企業団に参画する１４市町の議会議員の想定数でご

ざいますけども，こちらにつきましては令和４年７月現在で２５２人となっております。
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また，今回の企業団議会の議員定数は，規約第７条において１９人と定められておりま

す。この定数については，広島県後期高齢者医療広域連合をはじめ，先行団体である香川

県広域水道企業団など県外の例も参考に，準備協議会事務局と構成市町との協議により定

められたものであります。例えば，広島県後期高齢者医療広域連合においては，議員定数

は２８人となっており，本市を含め，県内の大半の市町においては各１人とされておりま

す。今回の企業団においても，構成市町から選出する議員の人数については給水人口に応

じて定められていることから，構成市町の民意が一定に反映できるシステムになっている

と考えております。

以上でございます。

議長（大川弘雄君） １４番松本進議員。

１４番（松本 進君） 私はそういった大幅に今の各現在の市議会議員の定数，１４市町

の定数が２５２人，それが１９人になると。竹原市の例でいえば１４人，現行定数が，企

業団議員の定数としては１名，１人ということでありました。私は，こういうシステムの

問題として，やっぱり市民の声といいますかね，県民の声を，各自治体の町の声をこうい

った水道事業に反映するためには，なかなかやっぱり竹原市で見た場合，１人の議員の場

合は相当無理が起こるのではないかと。その人が竹原市民の２万４，０００人，いろんな

意見を聞いてその企業団に意見を上げるという仕組み上はそうなのですけれども，それが

やっぱり現実にどうなのかということですね。だから，一定数と今答えられたけども，私

やっぱり定数全体，企業団全体で見ても２５２人の現市町の定数が１９人になる。１割に

も満たない。それが竹原市の場合も，１４人の現行定数が１人ということですね。ですか

ら，この仕組みとして私は相当やっぱり課題，問題，市民の意見が届きにくいというのは

事実ではないかということで，もう一度ちょっと聞いてみたいと，その点の考えをね。

それともう一つは，この定数を，企業団規約の定数を提案するに当たって，準備協議会

での協議をしたということがありました。私は委員会のとき，竹原市としてどういった意

見を準備協議会に上げたのかと言った当時のときは，ゼロ，何も言わなかったということ

でした。今回，こういった大切な問題で準備協議会で協議をされたということであります

から，竹原市としては，特に定数に関わるところがあればそこを集中的に御答弁いただき

たいのですが，竹原市としてこういった規約を，企業団規約を定めるに当たって，具体的

な意見とか要望を準備協議会に上げたのかどうか，そのことをちょっとお聞きしておきた

い。
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議長（大川弘雄君） 公営企業部長。

公営企業部長（梶村隆穂君） まず，２つ御質問いただきました。

まず１つ目は，本市の企業団議会への人数というところでございますけども，考え方と

しましては，それぞれの市町におきましては住民の福祉の増進を図ることを目的に，水道

だけでなくて様々な行政を広く担っております。その一方で，今回の企業団におきまして

は水道事業の運営に特化した組織になっております。このため，議会の議員定数について

は，給水人口による一定の基準により定められており，これまでと同様に構成市町の民意

が一定に反映できるシステムになっていると考えております。これに加えまして，また企

業団では仕組みとしまして，企業団の議会に加えまして構成団体の長で構成する市町長会

議が設置されることとなっております。これで企業団全体の事業運営につきまして，協

議，調整を行うこととされております。構成市町の意見が反映できる仕組みが整えられて

いると認識しております。

もう一点，準備協議会での竹原市としての意見はどうかというお話でございますけど

も，これにつきましては，今の議員定数のところにつきましては市として意見したという

ようなところはございません。ほかの構成の市町のほうからも特に意見がなかったという

ふうに認識しておりますけども，これとは別に本市からの意見ということでありますと，

今，県内１４市町で構成するということになっておりますけども，これについて一番望ま

しい姿ということで県内一水道ということを，ほかの市町のほうへの，不参画ということ

で当面なっている市町への参画運動を継続して要請していくというようなところの意見と

いいますか，というところを協議会の中では話をさせていただいたというようなところで

ございます。

以上でございます。

議長（大川弘雄君） １４番松本進議員。

１４番（松本 進君） 担当委員会にも質疑の後，委ねたいと思うのですけれども，一つ

はそういう仕組み上のことでどうなのかと。竹原市の場合で見たら１４人が１人の企業団

への参加といいますか，議員定数になるよと。１０万人に１人のルールで決めたらそうな

ったということで，今のいろんな多様な意見を議会で取り上げるということは民主主義の

やっぱり根幹といいますかね，そこの課題，一番重要なところだと思うのですね。そのシ

ステムから見たら相当やっぱり問題があるということと，あとはこういった企業団の定数

に関わっての意見というのは，今，部長からあったように，準備協議会では竹原市として
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は一言も言っていないということでしたので，あと担当委員会での質疑に委ねたいと思い

ます。

議長（大川弘雄君） 以上で１４番松本進議員の質疑を終結いたします。

ほかに質疑ありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

議長（大川弘雄君） これをもって一括質疑を終結いたします。

ただいま議題となっております日程第５，議案第３７号広島県水道広域連合企業団の設

立についてから日程第１０，議案第４５号令和４年度竹原市介護保険特別会計補正予算

（第１号）までの６件につきましては，お手元に配付しております議案付託表のとおり，

それぞれ所管の常任委員会に付託いたします。

――――――――――――――――――――――

日程第１１～日程第１３

議長（大川弘雄君） 日程第１１，議案第４０号令和３年度竹原市歳入歳出決算認定につ

いてから日程第１３，議案第４２号令和３年度竹原市水道事業決算認定についてまでの３

件を一括議題といたします。

提案者の説明を求めます。

総務企画部長。

総務企画部長（平田康宏君） ただいま議題となりました議案のうち，議案第４０号につ

きまして御説明申し上げます。

議案説明書の８ページを御覧ください。

議案第４０号令和３年度の竹原市一般会計及び特別会計の歳入歳出決算については，地

方自治法第２３３条第２項の規定により監査委員の審査に付したところ，令和４年８月２

５日付をもちまして審査意見書を提出していただきましたので，同条第３項の規定により

議会の認定に付するものであります。

以下，各会計の決算の概要を御説明いたします。

一般会計決算から御説明いたします。

まず，歳入につきましては，予算規模１７８億１１８万９，０００円に対し，決算額は

１５４億２，３２５万７，０００円となっておりますが，１８億８，８９６万３，０００

円について繰越明許費等の特定財源として翌年度へ繰り越しておりますので，これを予算

現額から差し引いた後の執行率は９６．９％になります。
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この歳入決算における科目別の主なものの概要でありますが，市税につきましては予算

現額５３億５，９９５万５，０００円に対し，決算額は５４億１，５８０万６，０００円

となっております。前年度と比較すると，市税は固定資産税の増などにより１８億４８万

２，０００円の増となっております。また，調定額５４億９，２６４万円に対する収納率

は９８．６％であり，なお多額の収入未済額がありますので，今後とも収納率の向上に努

めてまいります。

地方交付税につきましては，予算現額２１億８，１３４万６，０００円に対し，決算額

は２２億５，７８６万３，０００円となっております。普通交付税の決算額につきまして

は１７億１，７８１万７，０００円，特別交付税の決算額につきましては５億４，００４

万６，０００円となっております。前年度と比較すると，普通交付税は７億８，５６２万

４，０００円の減，特別交付税は９，９２９万円の増となっております。

分担金及び負担金につきましては，予算現額１億３９３万２，０００円に対し，決算額

は９，６５８万９，０００円となっておりますが，６５万５，０００円について繰越明許

費の特定財源として翌年度へ繰り越しております。また，調定額９，７５０万２，０００

円に対する収納率は９９．１％で，収入未済額は９１万３，０００円となっております。

その主なものは保育所負担金であり，今後とも収納率の向上に努めてまいります。

使用料及び手数料につきましては，予算現額１億７，７０４万６，０００円に対し，決

算額は１億６，５６８万４，０００円となっております。また，調定額１億９，４５６万

円に対する収納率は８５．２％で，収入未済額は２，８８７万６，０００円となっており

ます。その主なものは住宅使用料であり，今後とも収納率の向上に努めてまいります。

国庫支出金につきましては，予算現額４０億８，９４７万６，０００円に対し，決算額

は３１億８，５３０万３，０００円となっておりますが，９億１，３３０万８，０００円

について繰越明許費等の特定財源として翌年度へ繰り越しております。

県支出金につきましては，予算現額９億９，７２０万８，０００円に対し，決算額は９

億７，６２８万６，０００円となっております。

繰入金につきましては，予算現額２億３，３９４万７，０００円に対し，決算額は３，

７６４万円となっております。これは，地域振興基金３，０６３万３，０００円を繰り入

れたことなどによるものであります。

市債につきましては，予算現額２５億７，６６３万２，０００円に対し，決算額は１２

億６，１２７万５，０００円となっておりますが，９億７，５００万円について繰越明許
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費等の特定財源として翌年度へ繰り越しております。

次に，歳出でありますが，予算現額１７８億１１８万９，０００円に対し，決算額は１

４４億５，３９５万２，０００円となっておりますが，予算現額のうち２０億６，６１３

万４，０００円を繰越明許費等として翌年度へ繰り越しておりますので，これを予算現額

から差し引いた後の執行率は９１．９％になります。

この歳出決算の科目別不用額５００万円以上の費目について，その概要を御説明いたし

ます。

議会費につきましては，予算現額１億３，９８３万９，０００円に対し，決算額は１億

３，３７０万１，０００円となり，不用額は６１３万８，０００円であります。これは，

旅費２１８万６，０００円，負担金補助及び交付金１７１万２，０００円の減が主なもの

であります。

総務費につきましては，予算現額２５億８，７０４万３，０００円に対し，決算額は２

３億５，１０３万２，０００円となり，翌年度へ１億５，５０６万円を繰り越しておりま

すので，不用額は８，０９５万１，０００円であります。これは，一般管理費の負担金補

助及び交付金８５１万６，０００円，諸費の償還金利子及び割引料８１５万６，０００円

の減が主なものであります。

民生費につきましては，予算現額５３億９，３０９万６，０００円に対し，決算額は５

１億４６４万６，０００円となり，翌年度へ９，２３１万円を繰り越しておりますので，

不用額は１億９，６１４万円であります。これは，社会福祉総務費の繰出金１，７０３万

円，障害者福祉費の扶助費１，７１０万６，０００円，老人福祉費の繰出金３，２５４万

２，０００円，生活保護費の扶助費３，１８８万１，０００円の減が主なものでありま

す。

衛生費につきましては，予算現額１３億３，７８６万５，０００円に対し，決算額は１

１億６，６８６万６，０００円となり，翌年度へ６，７９４万９，０００円を繰り越して

おりますので，不用額は１億３０５万円であります。これは，予防費の委託料２，８６９

万９，０００円，保健センター費の工事請負費１，０５２万７，０００円，塵芥処理費の

負担金補助及び交付金１，５０９万９，０００円の減が主なものであります。

労働費につきましては，予算現額４，１５５万５，０００円に対し，決算額は４，１５

３万６，０００円となり，不用額は１万９，０００円であります。

農林水産業費につきましては，予算現額３億３，７８３万７，０００円に対し，決算額
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は２億７，９０１万９，０００円となり，翌年度へ４，３９３万３，０００円を繰り越し

ておりますので，不用額は１，４８８万５，０００円であります。これは，農業振興費の

委託料１６１万４，０００円，負担金補助及び交付金３９３万８，０００円の減が主なも

のであります。

商工費につきましては，予算現額５億９，６９６万円に対し，決算額は４億９，９３９

万９，０００円となり，翌年度へ１，６３９万３，０００円を繰り越しておりますので，

不用額は８，１１６万９，０００円であります。これは，商工業振興費の負担金補助及び

交付金１，０３０万８，０００円，貸付金４，９６３万円の減が主なものであります。

土木費につきましては，予算現額２１億３２万５，０００円に対し，決算額は１３億

９，１５８万２，０００円となり，翌年度へ５億１，９９１万４，０００円を繰り越して

おりますので，不用額は１億８，８８２万９，０００円であります。これは，道路新設改

良費の工事請負費２，２９０万６，０００円，橋梁維持費の委託料３，５７８万円，河川

総務費の工事請負費３，３６５万３，０００円，都市再生整備計画費の工事請負費４，７

０２万２，０００円の減が主なものであります。

消防費につきましては，予算現額５億５，２９５万円に対し，決算額は５億３，２９６

万５，０００円となり，不用額は１，９９８万５，０００円であります。これは，常備消

防費の委託料８９４万４，０００円，非常備消防費の報酬３０５万６，０００円の減が主

なものであります。

教育費につきましては，予算現額９億１，８０８万９，０００円に対し，決算額は６億

８，４５０万６，０００円となり，翌年度へ１億５，６７０万円を繰り越しておりますの

で，不用額は７，６８８万３，０００円であります。これは，教育指導費の報酬１，２７

６万１，０００円，負担金補助及び交付金７５６万１，０００円，学校給食費の委託料７

２４万９，０００円の減が主なものであります。

災害復旧費につきましては，予算現額２６億６，２９３万９，０００円に対し，決算額

は１１億６，４５０万５，０００円となり，翌年度へ１０億１，３８７万５，０００円を

繰り越しておりますので，不用額は４億８，４５５万９，０００円であります。これは，

公共土木施設災害復旧費の工事請負費２億３，８５７万２，０００円，農林水産施設災害

復旧費の委託料８，１６９万６，０００円，工事請負費１億６，２１１万９，０００円の

減が主なものであります。

公債費につきましては，予算現額１１億７６５万８，０００円に対し，決算額は１１億
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４１９万６，０００円となり，３４６万２，０００円の不用額であります。

以上により，歳入歳出差引き額は９億６，９３０万５，０００円となり，このうち１億

７，７１７万２，０００円を翌年度に繰り越すべき財源といたしておりますので，実質収

支は７億９，２１３万３，０００円となります。

なお，地方自治法第２３３条の２の規定により，実質収支７億９，２１３万３，０００

円のうち４億６１２万９，０００円を基金へ繰り入れております。

次に，国民健康保険特別会計について御説明いたします。

歳入につきましては，予算現額３１億９，３８４万６，０００円に対し，決算額は３０

億９，５９３万７，０００円となり，９，７９０万９，０００円の減となっております。

国民健康保険税の収納状況につきましては，調定額５億１，４５０万円に対し，決算額

が４億４，３７８万３，０００円となり，収納率は８６．３％で，収入未済額は５，７８

０万９，０００円となっております。国民健康保険税が保険給付の主要な財源になること

を踏まえ，今後も保険財政安定化のため収納率の向上に努めてまいります。

歳出につきましては，予算現額３１億９，３８４万６，０００円に対し，決算額は３０

億７，３２０万５，０００円となり，執行率は９６．２％で，不用額は１億２，０６４万

１，０００円であります。これは，一般被保険者の療養給付費負担金８，６１６万８，０

００円，一般被保険者の高額療養費負担金１，２３５万１，０００円の減及び予備費１，

０００万円の不用額が主なものであります。

以上により，実質収支は２，２７３万２，０００円となります。

なお，地方自治法第２３３条の２の規定により，実質収支２，２７３万２，０００円の

うち１，１３６万６，０００円を基金へ繰り入れております。

次に，貸付資金特別会計について御説明いたします。

歳入につきましては，予算現額７８７万円に対し，決算額は６７５万９，０００円とな

り，１１１万１，０００円の減となっております。そのうち，貸付金元利収入につきまし

ては，調定額３，４５９万２，０００円に対し，決算額が６７５万９，０００円となり，

収入未済額は２，７８３万３，０００円となっております。今後とも収納率の向上に努め

てまいります。

歳出につきましては，予算現額７８７万円に対し，決算額は６７５万９，０００円とな

り，執行率は８５．９％で，不用額は１１１万１，０００円であります。

以上により，歳入歳出同額の決算となります。
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次に，港湾事業特別会計について御説明いたします。

歳入につきましては，予算現額５，２６６万７，０００円に対し，決算額は５，２４９

万９，０００円となり，１６万８，０００円の減となっております。

歳出につきましては，予算現額５，２６６万７，０００円に対し，決算額は３，２３７

万４，０００円となり，執行率は６１．５％で，不用額は２，０２９万３，０００円であ

ります。

以上により，実質収支は２，０１２万５，０００円となります。

次に，公共用地先行取得事業特別会計について御説明いたします。

本会計につきましては，公共用地の先行取得を必要とする事態が生じた場合に対応する

ためのものでありますが，令和３年度においてはそのような事態が生じなかったため活用

しなかったものであります。

次に，介護保険特別会計について御説明いたします。

歳入につきましては，予算現額３５億６，４０８万２，０００円に対し，決算額は３４

億７，９９７万４，０００円となり，８，４１０万８，０００円の減となっております。

介護保険料の収納状況につきましては，調定額６億７，５８３万９，０００円に対し，

決算額が６億６，８５５万４，０００円となり，収納率は９８．９％で，収入未済額は５

０８万７，０００円となっております。介護保険料は，保険給付の財源の一部となるもの

であり，被保険者間における公平負担の観点からも収納率の向上に努めてまいります。

歳出につきましては，予算現額３５億６，４０８万２，０００円に対し，決算額は３３

億５，２３５万９，０００円となり，執行率は９４．１％で，不用額は２億１，１７２万

３，０００円であります。これは，居宅介護サービス給付費の負担金９，０１６万２，０

００円，地域密着型介護サービス給付費の負担金４，１３０万７，０００円，施設介護サ

ービス給付費の負担金１，５７４万７，０００円の減が主なものであります。

以上により，実質収支は１億２，７６１万５，０００円となります。

なお，地方自治法第２３３条の２の規定により，実質収支１億２，７６１万５，０００

円のうち６，３８０万８，０００円を基金へ繰り入れております。

次に，後期高齢者医療特別会計について御説明いたします。

歳入につきましては，予算現額４億９，７６８万２，０００円に対し，決算額は４億

９，８０１万８，０００円となり，３３万６，０００円の増となっております。

後期高齢者医療保険料の収納状況につきましては，調定額３億５，６６１万８，０００
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円に対し，決算額が３億５，５２１万５，０００円となり，収納率は９９．６％で，収入

未済額は１１２万１，０００円となっております。後期高齢者医療保険料は，保険給付の

財源の一部となるものであり，被保険者間における公平負担の観点からも収納率の向上に

努めてまいります。

歳出につきましては，予算現額４億９，７６８万２，０００円に対し，決算額は４億

９，５６５万８，０００円となり，執行率は９９．６％で，不用額は２０２万４，０００

円であります。

以上により，実質収支は２３６万円となります。

以上，各会計について決算の概要を御説明申し上げましたが，普通会計の収支の状況に

つきましては，実質収支は黒字となるとともに，実質単年度収支は財政調整基金の積立て

を行ったことなどにより，昨年に引き続き黒字となりました。

また，地方公共団体の財政の健全化に関する法律で算定及び公表が義務づけられた健全

化判断比率は，引き続き良好な値を示しており，経常収支比率につきましては前年度と比

較して１０．１ポイント減少し，８５．９％となっております。

財政健全化計画の取組による一定の成果が出ている中，令和３年度決算においては，令

和２年度決算までと比較し，固定資産税の増加などの要因により財政状況は改善の兆しも

見られますが，監査委員の審査意見に配慮しつつ，引き続き計画的で効率的な財政運営を

推進し，持続可能な財政基盤の確立に向けた取組を進めてまいります。どうぞよろしくお

願いいたします。

議長（大川弘雄君） 公営企業部長。

公営企業部長（梶村隆穂君） ただいま議題となりました議案のうち，議案第４１号及び

議案第４２号につきまして御説明申し上げます。

議案説明書の１５ページを御覧ください。

議案第４１号令和３年度竹原市下水道事業決算認定について御説明申し上げます。

この決算の内容につきましては，去る８月３日，監査委員の審査が終了いたしましたの

で，ここに監査委員の審査意見書及び各種参考資料を添えて，地方公営企業法第３０条第

４項の規定により議会の認定を求めるものであります。

決算の概要でありますが，まず収益的収入及び支出について申し上げますと，収入総額

５億９，３６２万５，０００円に対し，支出総額５億８，７３２万３，０００円で，差引

き６３０万３，０００円の当年度利益を算出しております。
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消費税額を差し引いた額の内訳といたしましては，まず収益的収入でありますが，下水

道使用料，雨水処理負担金などの営業収益が１億７，５７１万１，０００円，一般会計負

担金及び補助金，長期前受金戻入などの営業外収益が４億８４４万７，０００円で，合わ

せて５億８，４１５万８，０００円となっております。

次に，収益的支出につきましては，施設の運転や維持管理費，運営経費，減価償却費な

どの営業費用が５億３１３万６，０００円，企業債支払い利息などの営業外費用が８，１

０２万２，０００円で，合わせて５億８，４１５万８，０００円となっており，収入から

支出を差し引いた当年度純利益は０円となっております。

次に，資本的収入及び支出について申し上げますと，税込額で収入総額２億９，１６９

万円に対し，支出総額４億６，１３９万５，０００円で，収入総額のうち翌年度へ繰り越

される支出の財源に充当する額２，９１４万５，０００円を除いた差引き１億９，８８５

万円の不足額が生じておりますが，この補填財源といたしましては，当年度分消費税及び

地方消費税資本的収支調整額６３０万３，０００円，繰越工事資金１，２１０万円，過年

度分損益勘定留保資金１，５１８万９，０００円，当年度分損益勘定留保資金１億６，５

２５万８，０００円で補填経理をいたしました。

資本的支出の主な事業内容を申し上げますと，管渠建設事業費では，下水道事業認可区

域の拡大に向けた取組として田ノ浦地区及び大王地区における公共下水道事業基本計画策

定業務を実施したほか，多井新開地区及び中通地区において下水道（面整備）工事及び下

水道管渠詳細設計を実施しました。また，主要施設になる竹原浄化センター，中央第２雨

水排水ポンプ場及びマンホールポンプ場について，水害時においても一定の機能を確保す

るとともに災害発生時に早期に対処できる管理体制の確立を図るため，下水道事業耐水化

計画及び下水道事業業務継続計画（下水道ＢＣＰ）の策定を行いました。処理場建設事業

費では，今後の汚水処理水量の増加に対応するため，竹原浄化センターの機械及び電気設

備の増設時期について最適化を図るとともに，水処理施設の機械設備増設工事に向けた実

施設計を行うなど，快適な暮らしと安全で安心な暮らしの実現に向けて努めてまいりまし

た。そのほか，企業債償還金３億２，６４５万３，０００円を支出経理いたしておりま

す。

次に，資本的収入につきましては，企業債１億７，７００万円，一般会計出資金４，９

３１万９，０００円，国庫補助金５，４７５万円，工事負担金１，０６２万１，０００円

をそれぞれ収入経理しております。
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以上，収益的収支及び資本的収支の概要を御説明いたしました。

次に，業務量につきましては，処理区域面積は１２０．０ヘクタールとなり，対前年度

比１．５ヘクタールの増加となっております。また，人口普及率は１９．１％となり，前

年度比０．６ポイントの増加となっております。年間汚水処理水量は４８万１，０６６立

方メートルで，対前年度比１万７９１立方メートルの増加となり，年間有収水量は４３万

３，２５０立方メートルで，対前年度比１，１６３立方メートルの減少となっておりま

す。

次に，財政状況につきましては，貸借対照表の内容を申し上げますと，負債合計９６億

２，５８７万円，資本合計４億５７９万２，０００円，合わせて負債資本合計１００億

３，１６６万２，０００円となっております。

最後に，監査委員から御指摘，御要望のありました事項につきましては，これに配慮し

つつ公営企業の基本原則であります経済性を常に発揮するとともに，安定した経営基盤の

確立に向けた取組を進めてまいります。

次に，議案説明書の１７ページを御覧ください。

議案第４２号令和３年度竹原市水道事業決算認定について御説明申し上げます。

この決算の内容につきましては，去る８月３日，監査委員の審査が終了いたしましたの

で，ここに監査委員の審査意見書を添えて，地方公営企業法第３０条第４項の規定により

議会の認定を求めるものであります。

決算の概要でありますが，まず収益的収入及び支出について申し上げますと，収入総額

１０億４７２万６，０００円に対し，支出総額８億８４４万７，０００円で，差引き１億

９，６２７万９，０００円の当年度利益となりますが，税抜額での当年度純利益は１億

７，５４８万２，０００円となっております。

その内容といたしましては，収益は，有収水量が前年度と比較し１４万９，３４６立方

メートル減少したことにより，給水収益が税抜額で前年度に比較して２，５０４万１，０

００円の減少となっております。

支出につきましては，税抜額で前年度に比較して費用が増加したものは，減価償却費

１，５１８万２，０００円，委託料３３０万８，０００円，資産減耗費１３７万９，００

０円などであり，一方，前年度に比較して費用が減少したものは，企業債利息２４０万

５，０００円，通信運搬費１５４万２，０００円，受水費１５２万９，０００円などとな

っており，前年度と比較し１，６９３万７，０００円の費用増となっております。
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１立方メートル当たりの給水原価につきましては１４７円３８銭で，前年度と比較して

８円４銭の増加となっております。

次に，資本的収入及び支出について申し上げますと，収入総額１，９１４万２，０００

円に対し支出総額２億７，２６２万８，０００円で，差引き２億５，３５０万６，０００

円の不足を生じておりますが，この補填財源といたしまして当年度分消費税及び地方消費

税資本的収支調整額２，０６２万９，０００円，過年度分損益勘定留保資金５万６，００

０円，当年度分損益勘定留保資金２億２８２万２，０００円，建設改良積立金３，０００

万円で補填経理をいたしました。

資本的収入につきましては，消火栓設置費負担金４６５万７，０００円，竹原工業・流

通団地送水設備工事負担金１，４４８万５，０００円をそれぞれ収入経理しております。

資本的支出の主な事業内容を申し上げますと，市道扇町１号線配水管布設工事，市道西

野線配水管布設替工事，市道丸子山横島線配水管布設替工事，手良向増圧ポンプ場ほか６

か所送水ポンプ等更新工事など総額２億２，２０５万６，０００円の工事を施工し，市内

全般にわたる円滑な給水体制の確保に努めてまいりました。そのほか，企業債償還金４，

４７１万５，０００円，固定資産購入費５８７万７，０００円をそれぞれ支出経理いたし

ました。

次に，財政状態を示す貸借対照表の内容を申し上げますと，負債合計１０億３３０万

４，０００円，資本合計４４億９，９７１万４，０００円，合わせて負債資本合計５５億

３０１万８，０００円となっております。

最後に，監査委員から御指摘，御要望の事項につきましては，これに配慮しつつ公営企

業の基本原則である経済性を常に発揮するよう取組を進めてまいります。

説明は以上でございます。どうぞよろしくお願いいたします。

議長（大川弘雄君） 説明が終わりました。

お諮りいたします。

ただいま議題となっております日程第１１，議案第４０号令和３年度竹原市歳入歳出決

算認定についてから日程第１３，議案第４２号令和３年度竹原市水道事業決算認定につい

てまでの３件につきましては，議案の質疑を省略し，申合せにより，１３名の委員をもっ

て構成する決算特別委員会を設置し，これに付託いたしたいと思います。これに御異議ご

ざいませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
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議長（大川弘雄君） 御異議なしと認めます。よって日程第１１，議案第４０号令和３年

度竹原市歳入歳出決算認定についてから日程第１３，議案第４２号令和３年度竹原市水道

事業決算認定についてまでの３件は，１３名の委員をもって構成する決算特別委員会を設

置し，これに付託することに決しました。

お諮りいたします。

ただいま設置されました決算特別委員会の委員の選任については，竹原市議会委員会条

例第８条第１項の規定により，議長において，１番金森保尚議員，２番下垣内和春議員，

３番今田佳男議員，４番竹橋和彦議員，５番山元経穂議員，６番堀越賢二議員，７番川本

円議員，８番井上美津子議員，１０番道法知江議員，１１番宮原忠行議員，１２番吉田基

議員，１３番宇野武則議員，１４番松本進議員，以上１３名を指名いたしたいと思いま

す。これに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

議長（大川弘雄君） 御異議なしと認めます。よって，ただいま指名いたしました１３名

を決算特別委員会委員に選任することに決しました。委員の皆様はよろしくお願いいたし

ます。

以上で本日の日程は終了いたしました。

今後のスケジュールですが，会期日程表のとおり９月７日は決算特別委員会，８日，９

日は各常任委員会の審査をお願いし，９月１２日は本会議を再開し，一般質問を行いま

す。

本日はこれにて散会いたします。

午前１１時３１分 散会


